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持続的経営と税　（９）

　にし・やすゆ
き　ＥＹ　Ｊａ
ｐａｎの製造業
・モビリティ・
タックスの副リ
ーダーを務め
る。最近の雑誌

への寄稿に「移転価格コーポレー
トガバナンス体制の整備」（税務
研究会発行「国際税務」 年
月号）などがある。

　税務ガバナンス（統治）は、企業
のサステナビリティー（持続可能
性）指標やＥＳＧ（環境・社会・企業
統治）格付けの評価指標に組み込
まれている。税金費用（法人税や
付加価値税など）は、企業業績を
示す自己資本利益率（ＲＯＥ）を計
算する際のコストであり、企業価
値に影響する要素の一つである。
　企業業績を高めるには、売上高
の増加や原価の削減に加え、税金
費用の適正化も欠かせない。税金
費用を管理する税務ガバナンスに
は、企業価値の毀損を抑制する
「税務コンプライアンス」（適正
な納税）と、企業価値の最大化を
後押しする「税務プランニング」
（税金費用の適正化）がある。
　親子会社間の取引価格を対象と
する多額の移転価格課税の例は国
内外で依然多い。日本企業による
海外企業の買収が増え、買収後に
海外企業の不正会計や課税リスク
が顕在化する例もあり、課税に関
する情報開示やステークホルダー
（利害関係者）への説明に企業は
悩まされている。
　情報開示に関して、欧州連合
（ＥＵ）は企業グループの国別報
告書（Ｐｕｂｌｉｃ　ＣｂＣＲ）の外部開示の
制度化を予定している。企業のウ
ェブサイトを通じ企業グループの
欧州各国の利益や納税状況などの
開示を求めるもので、取引先や投
資家が関心を持つ可能性がある。
グループ内の取引価格や利益配分
の決定、買収企業の管理は、税務
部門より事業部門が中心であるこ
とが多く、全社的な税務コンプラ
イアンスへの協力が欠かせない。
　企業にとって、どの国に開発、

製造、販売の拠点を持ち、どのよ
うなサプライチェーン（供給網）
を構築するかは税務上も重要であ
る。進出国次第で税率が変わり、
モノが動けば付加価値税や関税、
移転価格が関わり、拠点を持たず
に事業活動をする場合でもデジタ
ル課税が関わってくる。
　予期せぬ税金費用の発生を抑え
る税務コンプライアンスに加え、
十分なキャッシュフロー（純現金
収支）を確保するために税金費用
を適正化する税務プランニングの
取り組みも欠かせない。
　経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）
加盟国を含む各国・地域の税務当
局間で合意したデジタル課税やグ
ローバル・ミニマム課税などの新
たな税制の導入が予定されるな
ど、税制のグローバル化や複雑化
が過去に例を見ないスピードで進
んでいる。このような世界で進む
税制の急速な変化に対応するに
は、企業の統一的な行動規範に基
づく業務遂行が不可欠で、企業は
外部開示も念頭に税務方針・戦略
の策定を進めている。
　国際税務ガバナンスは、企業の
税務部門と事業部門の双方が関心
を持って取り組むべき分野であ
り、また、税務は各国の子会社任
せではなく親会社主導のグローバ
ルな管理が必要な分野であるとい
う意識改革が求められている。


